
 

 

 

 

 本会の法的地位 

  

 大阪府公立学校管理職員協議会は、大阪府人事委員会に登録し、大阪府の公立小・中

学校管理職員で組織した交渉権を持つ職員団体です。したがって、大阪府教育庁は、本

会が要望する事項に対して回答する義務を負っています。 

 
  

 本会の歴史 
     

1974 年   校長会では待遇改善等の要求を掲げられないため、中学校校長会 

  が大阪府公立中学校校長教頭組合として発足 (人事委員会登録) 

     1983 年    大阪府公立学校校長教頭組合に改称 

     1984 年   創立 10 周年記念式典 

     1987 年    大阪府公立学校管理職員協議会（大管協）と改称 

     1990 年   顧問弁護士制度導入 

     1994 年    創立 20 周年記念式典 

     1996 年   近藤行弘弁護士 顧問に就任 

     2003 年    裁判支援制度創設 

2004 年   創立 30 周年記念式典 

2007 年   大管協ハンドブック創刊 

2011 年  裁判支援制度改定（450 万円まで支援可） 

2012 年  裁判支援制度改定（会員が原告の場合も支援可） 

2013 年  会員数 2,000 名を達成 

     2014 年  創立 40 周年記念式典 

      退職会員制度発足 

   2019 年  再任用管理職も会員継続 

   2022 年  役職定年の例外措置勝ち取る 

   2023 年  会員数 2,225 名  組織率 78.1％ 

   2024 年  創立 50 周年記念式典  記念誌発行 

         

 
         

本会の活動内容 
 

○大阪府教育庁と交渉権を持つ職員団体として要望書および要求書を提出し、それをもと

に毎年団体交渉を行っています 

○大阪府人事委員会に対しても「要望書」を提出し、管理職手当の増額や定年引上げ後の

現役管理職の給与・管理職手当のカット廃止あるいは縮減を求めています 

○管理職の権限向上に向けて働きかけています 

〇「働き方改革」や教員不足、カスハラ対策等、教育課題の解決に向け要求とともに提言

を行っています 

○校長会、教頭会と連携し、府議会各会派へも要請活動を行っています 

〇教職員共済生活協同組合や教育公務員弘済会に役員として参加し、会員の福利厚生に努

めています 

府人事委員会に登録さ
れた職員団体です。 

中学校長会・教頭会
から生まれたのだよ。 

こんな活動を 
行っています。 



○全国組織、全国教育管理職員団体協議会（全管協）を通じて、文部科学省や財務省、人

事院、政党本部等に要望活動をおこなっています 

〇裁判支援・法律相談 

学校に対する無理難題等に対する対応を顧問弁護士に相談し、法的なアドバイスにより

安心して校務に精励できるよう支援しています 

・公務相談（回数制限なし）・私的民事相談（3 回まで）無料 

  ・退職会員も私的事案（3 回まで）無料（※現職時の公務事案は制限なし） 

・示談交渉等に顧問弁護士を代理人に選定する弁護士代理人選任制度 

・学校事故等のトラブルが訴訟（裁判）になった場合、その裁判等に要する費用を 

   規程に基づき支援しています 

・裁判により損害賠償が命じられた場合の賠償金を支援します 

 

 

 

 

 

 

 

〇救援・慶弔規程等 

・会員（配偶者を含む）の出産祝い金 

・会員および親族の死亡に伴う香料 

・会員の病気見舞金 

・災害に対する見舞金 

・被処分（所謂 とばっちり処分）に対する見舞金 

・弁償金 立替払いに対する見舞金 

・役職定年により教諭になった場合も退職会員資格があります 

※金額については、ハンドブックを参照のこと 

○ライフプランセミナーを開催します 

府教職員互助組合、教職員共済、信託銀行等と提携して、年金の試算や退職金および退

職後の福祉事業の説明会、資産運用紹介などを行っています 

○定期的に『大管協情報』を発行しています 

 年度毎に、小学校・中学校管理職員名簿・ハンドブックを発行しています 

○退職会員の文化事業や再就職先の紹介も行っています 

 

【管理職を支える大管協】 
 

 学校管理職員は、学校の要として「魅力ある学校づくり」をめざし、教育方針の策定、

カリキュラムの設定、学力向上、児童生徒・教職員の安全確保・児童生徒の多様性への対

応、地域・保護者対応等、職務・責務は広くて重いです。それに見合う給与・待遇および

教育環境の改善を会員の皆様の声を反映して、国・大阪府・府議会各会派等に対し要求し

ていきます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 顧問弁護士 近藤行弘弁護士（大阪弁護士会元副会長） 

 近藤行弘綜合法律事務所 

 大阪市北区南森町2-2-10 トーコー南森町ビル 7階 

             TEL 06-6315-7060 

             FAX 06-6315-7063 

 

大阪府公立学校管理職員協議会(大管協)事務局 
 

〒５４３－0021 

大阪市天王寺区東高津町 7-11 大阪府教育会館 406 号 

ＴＥＬ ０６-６７６５-１２４１ 

ＦＡＸ ０６-６７６５-１３５３ 

             メール daikan406@kym.biglobe.ne.jp 


